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【概要】 

本研究の目的は，2019 年に市内全小中学校でコミュニティ・スクール（以下 CS）を導入

した X市内にある自己の勤務校（A校）における現状と課題を意識調査により明らかにする

とともに,課題の改善に向けた取組を進める中で,学校と地域の双方向性を高める効果的な

CS の在り方をコーディネーターの立場から見出そうとするものである。 

本研究では,第 1 回意識調査から見えてきた A 校における５つの課題をもとに,先行研究

から明らかになった双方向性を高めるためのコーディネーターの役割である「情報共有・発

信」「関係機関・人材との調整」「計画・実行・省察」を踏まえ,①学校運営協議会の活性化

②教職員対象校内研修③地域・保護者対象コミスク通信④地域を巻き込んだ活動案の計画・

実践を行った。そして,その成果を検証するために第 2 回意識調査を行い,コーディネータ

ーの意図的な取組により,教職員と保護者・地域の双方向性が高まってきたことが分かった。

また,学校と地域の橋渡しとなるコーディネーターの必要性を感じる結果となった。 

 

キーワード  コミュニティ・スクール 双方向性 コーディネーター  

 

１ 研究の目的と背景    

  人口急減・超高齢化の地域が増加するといった日本が直面する大きな課題に対応する

ため,地方創生の理念等を定めた「まち・ひと・しごと創生法」が 2014 年に公布・施行さ

れた。これを踏まえて,翌年に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本方針 2015」

では,「一刻の猶予も許されないとの危機感の下,地方創生を前進させていかなければな

らない」と示されている。  

一方,学校では，「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」(中央教育

審議会 2015年)において,複雑化・困難化した生徒指導上の課題や特別支援教育の充実な

ど,教職員だけで対応することが困難な問題に,学校が地域や家庭と連携しながらチーム

で対応していくことの必要性が指摘されている。また,OECD 国際教員指導環境調査におい

て日本の教員の勤務時間が長いといった課題が上がる中で,これまで学校が行ってきた

業務を家庭や地域と連携を深めながら課題の改善に取り組もうとする動きもある。 

   こうした状況の中,「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・

協働の在り方と今後の推進方策について答申」(中央教育審議会 2015年)において,学校

と地域は「パートナーとして相互に連携・協働していくことを通じて,社会総掛かりでの

教育の実現を図っていくこと」と示された。これを踏まえて,2017 年,地方教育行政の組

織及び運営に関する法律が改正され,学校運営協議会の設置が努力義務化された。これに
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伴い,全国各地で CS が導入され始め,X 市でも 2019 年より市内全小・中学校で実施となっ

た。しかし,一斉導入となり２年が経過した現在,コロナ禍の影響も受け,CS の活動に学校

差が出始め,活動が形骸化しているという課題も指摘されている。 

そこで本研究では,X 市において実施２年後の CS の現状と A 校の課題を明らかにし,具

体的実践を通して地域と学校の双方向性を高める効果的な CS の在り方を,コーディネー

ターの立場から明らかにすることを目的とする。 

 
２ 研究の方法及び内容 

(1) 先行研究を通して 

研究を行うにあたり,CS とは何であるのか,そして,CS を実践する上で大切な要素は

何であるのかについて先行研究を基に明らかにした。 

文部科学省において「CS は,学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組む

ことが可能となる地域とともにある学校への転換を図るための有効な仕組みである。」

（文部科学省 HP 学校と地域でつくる学びの未来）と示されているように,CS は学校

と家庭・地域の連携協働を中核としたシステムであり,三者の「双方向の関係」構築が

鍵となる。これは貝ノ瀬（2010）を始め,多くの著者が述べている。大林（2016）は,「教

員と地域住民間のソーシャル・キャピタルの蓄積は学校教育の改善に最も大きな影響

を与える。」ものであるとし,学校と家庭・地域の連携協働の重要性を示している。また,

露口・伊藤（2016）は,「CS には学校経営・教育活動への地域人材等による支援,すなわ

ち,人的資本の補完が意図されている。また,それだけでなく,学校を中核とした校区に

おける人々の社会関係資本の醸成が意図されている。」と述べ,学校と家庭・地域の連携

協働を中核とする CSが学校だけでなく校区という地域にとっても価値あるものとなる

ことを指摘している。以上のことから,CS は学校と地域が力を合わせて学校の運営に取

り組むための仕組みであり,大切な要素は学校と家庭・地域の双方向性を高めること

（ソーシャル・キャピタルの醸成）であると捉えることができる。そして,CS の活性化

は,学校だけでなく地域にとっても価値あるものといえる。 

次に,学校と家庭・地域の双方向性を高める効果的な CS の在り方には何が必要かに

ついて明らかにしていく。 

金子（2008）は,「地域連携の取組を継続させるためには,それらの活動によって何を

達成しようとしているのかという「ビジョン」をまず示すこと,そして,そのビジョンを

反映するような種々の取組を具体的な形で提示し,かつその成果が見えるように「プロ

グラム化」することが重要であり,そうすることで学校と家庭・地域が同じ方向を向い

て取組を進めることができるようになる」としている。また,「ソーシャル・キャピタ

ルを高めるためには,交流とコミュニケーションを盛んにし,コミュニティのメンバー

が様々な社会的ネットワーク活動に参加することが大切である」としている。つまり,

金子（2008）は，双方向性を高めるには,共通の目的を持って,皆で一緒に汗をかくとい

った交流とコミュニケーションが大事であると述べている。 

佐藤（2018）は,様々な実践事例から CS 導入の成果と課題を挙げている。北海道安平

町の事例では,教育庁の強力なリーダーシップにより,教育委員会による学校への指

導・援助がぶれることなく一貫して行われるようになったとしている。山梨県甲斐市の

事例では,学校の多忙感を防ぐ市町村のサポート機能の更なる充実のためには,地域コ
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ーディネーターと専門スタッフの配置が必要であるとしている。東京都八王子市の事

例では,学区の隣接する小・中学校数校による学校運営協議会の合同開催や,学校運営

協議会主催のグループワーク形式による交流熟議の重要性を指摘している。三鷹市の

事例では,広報活動において,絶えず一般保護者や地域住民に対して「CS とは何か」「何

のために何をやっているのか」「学校や子どもたちがどう変わったのか」などを分かり

やすく発信,情報提供していくことが必要となるとしている。埼玉県春日市の事例では,

双方向の関係構築の視点から中学生による地域行事への支援を行ったことにより,支

援が次第に企画や運営へと発展していくこととなった。その結果,行事への生徒参画は

不可欠なものと認識されるようになったことが報告されている。さらに，その成果とし

て,学校・生徒と地域の相互理解の深まりや生徒の自己有用感の高まり等が見られるよ

うになったと示されている。以上,佐藤（2018）が事例を通して示した CS の効果を高め

るポイントをキーワードで示すとすると,リーダーシップ,地域コーディネーター,熟

議,広報活動,地域行事支援を重視する双方向性を高める取組を挙げることができる。 

露口（2016）は,ソーシャルキャピタルの醸成には,新たな団体・集団の設置や,対話

交流の機会を設ける「構造づくり」,協働的活動による課題解決を通しての互酬性規範

（お互い様）を高める「活動づくり」,対話・交流関係の長中期化・継続化による信頼

を高める「関係づくり」の３つの段階があることを示し,これらの段階をスムーズに進

めていく上でコーディネーターが中心的な役割を果たすとしている。 

以上の先行研究から,CS を実践する上で大切な要素として学校と家庭・地域の双方向

性を高めること（ソーシャル・キャピタルの醸成）そして,双方向性を高めるためには,

ビジョン,交流,コミュニケーション,リーダーシップ,地域コーディネーター,熟議,広

報活動,地域行事支援,構造・活動・関係づくりがポイントとなっていることが分かる。 

こうした双方向性を高めるためには,学校と地域との橋渡し役として双方の事情や

要望を理解し,双方への働きかけを行うコーディネーターの存在が重要となってくる。

また,コーディネーターの重要性については「新しい時代の教育や地方創生の実現に向

けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について答申」(中央教育審議

会 2015年)において「地域コーディネーターの持続的な体制の整備,人材の育成・確保,

質の向上が重要」と示されている。 

次に CS の成否を左右するともいえる双方向性を高める上で,コーディネーターが果

たすべき役割について,先行研究をもとに明らかにしていく。  

徳永（2018）は校内コーディネーターの役割として①地域カリキュラムの構築②情報

発信③接続④事前協議⑤支援の言語化⑥授業への意識の共有⑦具体的な支援の伝達⑧

課題の共有と次時への展望を挙げている。山中・長谷川・若松・上田（2018）は,協働

型コーディネーターの機能として「関係構築」「情報共有・発信」「関係者・支援人材と

の調整」を挙げ,その中でも特に「関係構築」に努める行動が協働による教育活動の深

化につながる重要なものであるとしている。前川・青木（2019）は地域コーディネータ

ーに必要な力量として６つの「ション」を挙げている。６つの「ション」とは,地域と

学校が共に協働する教育活動の中で,円滑に結び付くことができるように中立的な立

場から場を仕切り,支援するファシリテーション,地域理解,学校そして教職員・子ども

たちを理解する全方位的なコミュニケーション,効果的な立ち位置を見極めるロケー

ション,多様な活動を実行するアクション,情報発信・共有を進めるインフォメーショ 
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ン,様々な気付きに出合い振り

返りながら常に向上心を持って

活動するリフレクションである。 

 

以上,先行研究より明らかにな

った双方向性を高めるためのコ

ーディネーターの役割は,表１に

示したように「情報共有・発信」「関係機関・人材との調整」「計画・実行・省察」の３

つに大別することができる。これを踏まえると,コーディネーターはこれらの３つの役

割とコミュニケーションを重視した取組を通して,学校・地域・保護者の双方向的な関

係を構築していくことができると考えた。そこで,自己の勤務校において,地域に見ら

れる課題の解決に向け,コーディネーターの立場から実践を行いその成果を検証して

いくこととする。 

 

(2) 意識調査（教職員・児童・保護者・地域） 

X 市における CS 導入の成果や課題を検証するために６月に全教職員・4〜6 年生全

児童・1〜6年全保護

者・各地域の有志を

対象に意識調査を

行った。意識調査は

宝本（2020）井出

（2020）長友義彦・

静屋智・池田廣司・

前原隆志（2018）が

作成した質問項目を参考にして,双方向性とコーディネーターの観点から教職員 32問,

児童 20 問,保護者・地域 26 問で質問項目を構成し,「４とてもよくあてはまる～１全

くあてはまらない」の４件法で実施した。そして,

研究の成果を検証するために２回目の調査を 12

月に抽出校の全教職員・4〜6年生全児童・1〜6年

生全保護者・各地域の有志を対象に行った。表２

は 1・2回目の意識調査の概要である。 

 

３ 第１回意識調査結果から明らかになった A校にお  

ける CS の現状と課題 

  ここでは，まず，第１回目の調査結果から明らか

となった X市の状況を基に，A校における CS の現状

と課題を明らかにする。 

(1) A 校における CS の現状と課題 

     学校と地域との関係について問うた 19 問で主

因子分析を行い,表３のように地域連携愛着,CS

理解,相手とのかかわりの３つのカテゴリーに分

表１ 先行研究より明らかになった 
コーディネーターの役割 

コーディネータ
ーの役割 

徳永 
山中・長谷川 
・若松・上田 

前川・青木 

情報共有・発信 情報発信 
情報共有 
・発信 

インフォメー
ション 

関係機関・人材
との調整 

接続・具体的な支援の伝
達・事前協議 

関係機関・人
材との調整 

ファシリテー
ション・ロケ

ーション 

計画・実行・省察 

地域カリキュラムの構
築・支援の言語化・授業

への意識の共有・課題の
共有と次時への展望 

 
アクション・
リフレクショ
ン 

表２ 1・2 回目の意識調査の概要 

6 月実施 12 月実施  

全地域 対象人数 回答数 回収率 抽出地域 対象人数 回答数 回収率 実施方法 

全児童 
（4〜6 年生） 3192 2716 85% 

抽出児童 
（4〜6 年生） 1485 927 62% 

教室で 

タブレット使用 
WEB 上 

全教職員 
（小学校） 373 277 74% 

抽出教職員 
（小学校） 171 127 74% 

グループウェアで一

斉送信(ミライム) 
WEB 上 

全保護者 
（全学年） 6153 1750 28% 

抽出保護者 
（全学年） 2833 680 24% 

グループメールで一

斉送信(まちこみ) 
WEB 上 

地域の方 
（任意） - 383 - 

地域の方 
（任意） - 192 - 公民館に据え置き 紙面 

表３ 主因子分析の結果 
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類した。これを踏まえ,児童・地域・保護者は,子どもの成長を含む 4 つのカテゴリーに,

教職員は子どもの成長と学校改善を含む５つのカテゴリーの構成とした。また,CS を X

市の一斉実施に先駆けて導入していた２校を CS 先進校とし,A 校,市内,先進校の３つ

の群での比較検討を行った。 

図１は調査対象別（児童・教職員・保護者・地域）に各カテゴリーを比較したもので

ある。これを見ると教職員や地域を対象とした調査では先進校が顕著に成果を上げて

いる様子が伺える。一方,児童や保護者を対象とした調査では先進校・市内の差が大き

くない。ここから CS を始めても児童や保護者においてはすぐに成果が現れるものでは

ないということが予想される。 

また,教職員を対象とした調査結果を見ると,A 校の数値は CS 理解・相手とのかかわ

り・地域連携愛着において低く,中でも CS 理解においては顕著に低くなっている。保護

者を対象とした

調査結果を見る

と児童・教職員・

地域に比べて全

体的に数値が低

くなっている。

以上のことか

ら,A校の教職員

の CS 理解・相手

とのかかわり・

地域連携愛着が

低いという課題

が見えてきた。  
表４は教職員

を対象としてい

る調査における

市内・A校・先進

校の調査結果の平均値を示している。A 校は 25 項目中

22項目で市内平均値よりも低い結果となっている。図２

は特に市内平均と差が大きかった項目を示したもので

ある。これを見ると,最も大きい差が質問 26（地域コー

ディネーターの必要性に関する項目）で市内平均と比較

表４ 教職員のアンケート結果（学校別） 

図２ A 校と市内平均の差が大きい項目 

図１ 対象別に見た各カテゴリーの状況 
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しても 0.45低かった。これは A校が CS に対しての認知度が低く,コーディネーターの

存在自体を理解していないことが原因ではないかと考えられる。その他,A 校教職員の

課題として,質問 18（児童像の共

有）,質問 21（教職員同士の連携

協働意識）,質問 5（地域の役に立

ちたい（地域愛着））のポイントが

低いことが見えてきた。 

図３は CS の認知度を調査対象 

別に表したものである。児童・教職員・保護者・地域のどの対象においても A 校の CS

の認知度が低く,特に児童は先進校との差が 0.89 と大きく,次いで地域の 0.72,保護者

の 0.66となっている。 

図４は地域連携愛着の質問項目を調査対象別に表したものである。着目すべきは質

問５「地域の役に立ちたいと思う。」質問７「地域の人はここぞという時に頼れる存在

である。」質問 11「今の地域をより良い地域にしたい。」質問 12「学校と地域は支え合

う関係にあると思う。」の保護者の数値である。どの項目においても児童,教職員,地域

に比べて保護者の値が低くなっている。これらは地域連携愛着に関する観点であるこ

とから,保護者の地域への愛着が児童・教職員・地域に比べても低いということが分か

った。 

図５は教職員・保護者・地域を対象とした調査において相手に関する意識を問うた

質問項目とその調査結果を表したものである。効果的な CS の在り方として最も重要で

あると考えられる双方向性を高めるための相手（教職員と地域・保護者）に関する質問

図３ 調査対象別の CS の認知度 

図４ 調査対象・学校別の地域連携愛着に関するグラフ 

図５ 相手に関する質問項目と調査結果 
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項目（質問２,質問４,質問９,質問 15）に着目する。教職員を対象とした調査において

A校と先進校を比較すると質問２,質問４,質問９,質問 15のどの項目においても0.5以

上の差が出ていることが分かる。保護者や地域を対象としている調査においては A 校

と先進校には,若干の差があるものの教職員を対象とした調査で見られるような開き

はない。これは A 校の教職員の地域へかかわろうとする双方向性の低さを表している

と考えられる。 

以上のことから A校において次の５つの課題が見えてきた。１つ目は,教職員の双方

向性のかかわりが少ないこと,２つ目は,教職員の連携協働意識が低いこと,３つ目は，

教職員が目標とする育成すべき子どもの姿を保護者・地域と共有できていないこと,４

つ目は,教職員・保護者の地域に対する愛着が低いこと,５つ目は,教職員・保護者・地

域の CS の認知度が低いことである。 

 

(2) 第１回意識調査の結果より明らかになった相関関係 

図６は子どもの育ちの自己評価と教職員・保護

者・地域のコミスク活性化得点を小学校ごとに表

した散布図である。なお,子どもの育ちの自己評価

は,子どもを対象とした調査において将来の夢や

自己肯定感,学習意欲などに関する７つの質問項

目の合計であり,CS 活性化得点は教職員・保護者・

地域を対象とした調査の19の質問項目の平均値の

合算である。これを見ると,CS に対する取組状況と

子どもの自己評価の間には正の相関が見られる。また,CS に意欲的に取り組んでいる先

進校（■（51.2，23.2）（53.3，22.5））は子どもの育ちの自己評価と CS 活性化得点の

双方で高い数値を上げている。A校（▲48.1，23.1）は子どもの育ちの自己評価は高い

ものの CS 活性化得点は平均程度である。自校において CS を意欲的に取り組むことで

更なる子どもの育ちを図りたい。 

最後に,図７は学校運営協議会の理解度と CS活性

化得点を小学校別に表した散布図である。なお,学

校運営協議会の理解度とは教職員・保護者・地域を

対象とした調査の質問 20「あなたは学校運営協議会

で話し合われた内容を知っている。」の平均値の合

算である。これを見ると,学校運営協議会の内容の

理解の状況と CS に対する取組状況との間には正の

相関が見られる。こうしたことから教職員と保護者・地域との話し合いの場である学校

運営協議会を有効に活用することで CS の活性化につなげていきたいと考える。 

以上の意識調査結果から明らかになった A校における５つの課題と CS の活性化と深

い関係がある学校運営協議会に関する取組を踏まえて,先行研究より明らかになった

コーディネーターの役割を意識しながら自分自身がコーディネーターとなり課題の解

決に向けて実践を行った。 

 

４ コーディネーターとして行った具体的実践  

A 校  市内  先進校 
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図６ 子どもの育ちの自己評価と CS 活性化得点 

図７ 学校運営協議会の理解度と CS 活性化得点 
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先行研究より明らかになった双方向性を高めるためのコーディネーターの役割である

「情報共有・発信」「関係機関・人材との調整」「計画・実行・省察」を踏まえ,（1）学校

運営協議会の活性化(2)教職員対象校内研修(3)地域・保護者対象コミスク通信(4)地域を

巻き込んだ活動案の計画・実践を行った。そして,その成果を検証するために第 2回意識

調査を抽出校の全教職員・小学 4〜6年生全児童・小学全学年全保護者・各地域の有志対

象に行い,双方向性を高めるコーディネーターの在り方を検証する。     

 

(1) 学校運営協議会の活性化          

  「情報共有・発信」「計画・実行・省察」の視点から７月２日に

第１回の学校運営協議会を行った。教職員・保護者・地域それぞ

れの立場から地域における課題や学校に対する要望を話し合う

熟議を行い,各々が地域に対する思いを話すことができた。しか

し,初めての熟議ということもあり,話題が広がりすぎて具体的

な案を決めるまでには至らなかった。10月 20 日に第２回学校運

営協議会を行った。コーディネーターがファシリテートし,A 校の現状を踏まえ,子ども

たちのためにできることについて熟議を行った結果,登下校の見守りの呼び掛けと地域

祭りの歴史を学ぶ場を設けることが決まった。このことを踏まえ,後日,決定事項をグル

ープウェアにて保護者や地域へ情報発信・共有した。 

(2) 教職員対象校内研修 

  「情報共有・発信」の視点から８月 19 日に A 校教職員を対象

に校内研修を行った。コーディネーターが CS とは何かについて

説明をした後,意識調査結果を基に X 市と A 校の現状を比較し

た上で A 校の課題と今後の取組について話し合った。「X 市と A

校の現状を知ることができた。」「地域と連携を図った取組を行

うと授業時間が足りないのでは。」「授業以外でもかかわれる場

面を増やしていければいいのでは。」「もっと積極的に地域とかかわらなければいけな

い。」などと様々な意見が積極的に飛び交い,CS についての理解を深めることができた。             

(3) 地域・保護者対象コミスク通信 

  「情報共有・発信」の視点から,児童・地域・保護者を対象

にした「コミスク通信」で CS についての理解を深めた。地域

と学校の連携が必要な背景や CS で行えることなどを説明し

た他,意識調査結果をもとに A校の課題を示した。また,学校

で行うCS行事の参加呼び掛けや参加者の声などを紹介した。 

(4) 地域を巻き込んだ活動案の計画・実践 

  「関係機関・人材との調整」「計画・実行・省察」の視点から

学校運営協議会の決定事項を基に「地域の太鼓台から学ぼう」の

CS 行事を企画し実行した。ここでは,太鼓台の運営や地域パトロ

ールなど地域の振興発展のために活躍している有志ボランティ

ア団体と連携し,コロナ禍の影響で太鼓祭りから遠ざかってい

る児童や保護者に向けて太鼓台の歴史を基に地域に対する誇り

や愛着を育てることをねらいとし CS 行事を行った。 

図８ 学校運営協議会の

様子 

図９ 校内研修の様子 

図 10 コミスク通信 

図 11 CS活動の様子 
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５ 成果と課題 

表５は,１・２回目の意識調査の変

容を A 校と X 市内別に各カテゴリー

で表したものである。A 校は全カテ

ゴリーで,数値が伸びており,児童・

教職員・保護者・地域がＣＳによる

効果を感じていることが分かる。そ

こで,具体的にどのような点におい

て効果が見られたのかについて見ていく。 

表６は教職員を対象とした調査における A 校の２回目の調

査結果において,平均値の伸びが大きい上位８項目とその効

果量である。質問 24「あなたは CS の連絡調整が仕事の負担

になっていると思う。」を見ると数値が優位に上昇しており

CS がもたらす仕事量の増加を教職員が感じている結果となった。その要因の１つとして

昨年度,中止にしていた CS 行事が復活したことが大きな要因として考えられる。これは

表７からも分かるようにコロナ禍の影響で,できていなかった学校行事を 11 月に集中し

て行ったことが一つの要因となっているとも考えられる。また，CS の連絡調整が負担に

感じられているものの,質問 17「あなたは学校の取組が地域の活性化につながっていると

思う。」や質問 23「あなたは CS がこれからの社会に対応できる子を育てるために有効だ

と思う。」などの項目も高い数値を挙げていることから CS の必要性を感じている。また,

若手教員から「CS についてもっと詳しく知りたい。」と聞くこともあった。その都度,職

員室で話をするうちに少しずつ輪が広がり,自然と熟議が始まっていたこともあった。CS

に対する互いの意見を出し合いながら,疑問を解決したり実施方法について話し合った

りする時間が自然とできていたことは,A 校教職員間の連携協働意識を高める有効な手立

てとなったと感じる。 

さらに注目すべきは,質問 26「あなたは地域コーディネー

ター（学校と地域の連絡調整等を行う人）が必要だと思う。」

である。図 12 の差の差分析の結果を見ると,A 校においてコ

ーディネーターの必要性が高まったことが分かる。現在,X 市

においてコーディネーターの役割を担っているのは校長,教

頭もしくは学年主任が主であるが,日々の業務に追われ,多

表７ 2021 年度 11 月に実施した主な CS 行事 

学年 単元名 11 月 

6 年 

2 年 

4 年 

1 年 

地域太鼓台から学ぼう 

町たんけん 

防災まちあるき 

昔遊び 

11 日 

12 日 

15 日 

25 日 

表６ 平均値の差の大きかった上位８問とその効果量（A校教職員） 

図 12 教職員×質問２６(差の差分析結果) 

B =.800  
SE=.212 
P =.000 
 
差の差 0.77 

表５ A校市内の意識調査結果概要（カテゴリー別） 
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忙な中でコーディネーターの役割をこなしているのが現状である。また,今年度,自分自

身が A校のコーディネーターとして取り組んだが,週に１日の活動では満足のいく成果を

上げられなかったのが実感である。学校に常勤し,地域に足繁く通うことができる地域と

学校をつなぐ地域コーディネーターの存在が欠かせないと感じる。 

表８は児童・保護者・地域を対象に行った第１回と第２回の調査における A校の平均値

の差の大きかった上位５項目とその効果量である。特に注目すべきは質問 13 の CS につ

いての理解を表す項目である。どの調査対象においても数値が高まっており A 校におい

て CS の理解が深まっていることが分かる。 

しかし，児童を対象とした調査において質問 13「学校が CS として活動していることを

知っている」質問６「地域の人と学校で一緒に活動することがある。」については有意に

上昇したものの，それ以外の項目は満足いく数値を得ることができなかった。 

図 13は保護者を対象とした調査における上位３項目の差の差分析の結果である。質問 20

「学校運営協議会の内容を理解している。」質問 19「学校の HP やたよりをよく見る。」など

学校からの情報発信を受け止めている結果となっている。情報発信の一つであるコミスク

通信はグループウェアを利用して電子媒体で配布しているが，その手軽さも要因の一つと

なっているのかもしれない。これらの結果よりコーディネーターとしての情報共有発信の

成果が出始め,CS が浸透しつつあると考えられる。 

表８ 平均値の差の大きかった上位 4問とその効果量（A校 児童・保護者・地域） 

B =.225 SE=.108  
P =.037 差の差 0.26 

B =.253 SE=.103 
P =.014 差の差 0.24 

B =.167 SE=.093 
P =.043 差の差 0.15 

図 13  保護者の上位３項目の差の差分析結果 

2.7

2.9

3.1

3.3

R３.6 R３.12

保護者×

HPやたよりをよく⾒る
市内
A校
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図 14 は地域を対象とした調査で最も変容があった質問

20「あなたは学校運営協議会で話し合われた内容を知って

いる。」の差の差分析の結果である。これは，A 校地域の回

答者47人が公民館によく出入りする人々で公民館をつなが

りとしたコミュニティが確立していることや,公民館に常

掲したコミスク通信の効果がその要因として考えられる。 

  

最後に学校と地域の双方向のかかわりについて検討する。表９は教職員と保護者・地域を

対象とした調査において,自分からのかかわりと相手のかかわり方に関する調査結果を比

較したものである。なお,自分からのかかわりは，質問１「相手へ挨拶している。」質問３「行

事に進んで参加している。」質問６「相手の顔と名前が分かる。」質問９「相手とかかわる回

数が増えた。」質問 15「相手と積極的に対話するように心掛けている。」の５項目と相手の

かかわり方は，質問２「相手が進んで挨拶してくれている。」質問４「相手が進んで関わっ

てくれている。」の２項目の平均値を示している。これを見ると教職員の地域・保護者に対

する自分からのかかわりに関する調査項目の平均値が 0.426 上がり効果量も 0.528 となっ

ているほか，相手のかかわり方に関する調査項目の平均値も 0.256 上がり効果量は 0.334 と

なっている。また,保護者・地域の教職員に対する自分からのかかわりに関する調査項目の

平均値も 0.122上がり効果量は 0.159 となっている。以上のことから,互いの双方向性が高

まってきたことが分かった。     

６ まとめ 

  コーディネーターとして双方向性を高める CSの実践を行った成果と今後の課題をまと

めて結びとしたい。 

  まず,検証結果より,１つ目の課題であった教職員と保護者・地域の双方向性は高まっ

たことが明らかとなった。特に教職員の意識の変容が大きく,自らかかわろうとする態

度・行動が顕著に高まった様子が伺えた。保護者や地域も教職員にかかわろうとする傾向

も見られた。今後,さらに継続した実践を積み重ねることで双方向性を高めていきたい。

また,CS について詳しく知ろうとする若手教職員の影響もあり,教職員間での話し合いが

増え,２つ目の課題であった教職員の連携協働意識も高まっている。３つ目の課題につい

ても,学校運営協議会において「情報共有・発信」「関係機関・人材との調整」「計画・実

行・省察」の視点から取り組んだ結果が教職員・保護者・地域の情報共有につながってい

る。５つ目の課題であった CS の認知度・理解度は教職員・保護者・地域ともに高まる傾

向が見られた。しかし,４つ目の課題であった教職員・保護者の地域愛着については満足

のいく成果は得られなかった。地域への愛着が一朝一夕に育まれるのではなく,双方がか

かわり続けることが必要であると再確認することができた。 

また,意識調査の自由記述より,児童・教職員・保護者・地域の多くの人から「地域が大

好き」「学校と地域のつながりは必要不可欠」「子どもは地域の宝」などといった肯定的な

表９ 教職員と保護者・地域の⾃分からのかかわりと相⼿のかかわり⽅の分析結果⽐較 

） 

図 14 地域×質問 20 の差の差分析結
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意見があったことから,子どもの豊かな学びのためにも,また,地域創生のためにも CS は

必要であると感じる。 

さらに,CS を進める上で重要な役割を果たすのがコーディネーターである。あらゆる場

面で学校と地域をつなぐ調整役でもあり,地域の実情を理解し気軽に意思疎通を図れる

適切な人材が求められる。地域を巻き込んだ取組を進めるためには,コーディネーターが

ファシリテートすることで双方向性のある話合いにすることが大切である。 

最後に,今回の意識調査では,特に教職員の調査結果に大きな変化が見られた。これは

自校の研究ゆえの忖度が働いていたのかもしれない。しかし,このかかわりこそがつなが

りの第一歩だと捉え,このつながりを絶やさぬよう子どもの学びのために CS を推進して

いくことが教職大学院修了後の自分の努めだと考える。 

また,CS に参加する教職員以外の大人は,ほぼボランティアとしてかかわって下さった

が,かかわりたくても自分の仕事があるため参加することができないといった声がよく

聞かれた。学校支援を副業や有給休暇中の活動として実施できるような企業・行政の協力

も必要であると考える。企業・行政が加わることで,地域の若者など幅広い層を巻き込ん

だ産官学民が一体となった CS こそが地域とともにある学校ではないかと考える。全ては

子どもたちのために魅力ある学校・地域でありたい。 
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